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情等を理由として、時効の援用は権利の濫
用とした。

⑷　その後に続くのが私も関与した戦後補
償裁判である。２００１年７月１２日、中国人強
制連行の劉

りゅうれんじん

連仁国賠訴訟で東京地裁判決
は、権利の消滅の効果を受けるのが除斥期
間の制度創設の国である点も考慮すると、
国賠法及び民法を貫く法の大原則である正
義・公平の理念を念頭においた検討が必要
であるとして適用を制限した。この流れは、
２００２年４月２６日の中国人強制連行・強制労
働事件福岡地裁判決等につながり、同様の
理由で除斥期間の適用を制限した。
　その極めつきが２０２４年７月３日の旧優生
保護法違憲国賠訴訟の最高裁大法廷判決
か。旧優生保護法の規定は憲法１３条、１４条
に違反するとして、本件には除斥期間の趣
旨が妥当しない面があるとして、被害の重
大さや被害の多数さ、権利行使の困難さに
鑑み、除斥期間の経過後に提起されたとい
う一事をもって国が賠償を免れることは、
著しく正義・公平の理念に反し、除斥期間
の主張は信義則に反し又は権利濫用として
許されないとした。

⑸　国賠法及び民法を貫く法の大原則であ
る正義・公平の理念は現代においてお題目
ではない役割を果たしているが、ただ、歴
史の負の遺産の解決の場面に限られている。
ぜひ、この姿勢を安保法制裁判や沖縄辺野
古や原発裁判の判断においても貫いてほし
いものである。	 （弁護士　森田太三）

⑴　近年、判決で正義・公平というフレー
ムを聞くことが多くなったように思う、多
くは民法７２４条の除斥期間に関して言われ
ることが多いが、判決において法の解釈を
正義・公平あるいは条理という一般条項に
沿って行うことが目に付きだしたのはいつ
頃からだろう。民法の条文には第１条に信
義誠実の原則（２項）、権利の乱用（３項）の
規定があるが、権利の行使は「正義・公平
の原則」であらねばならないという規定は
ない。

⑵　詳しく調査していないが、古くは、外
国人間の離婚訴訟の国際的裁判管轄問題で
１９６４最高裁大法廷判決が、原告が遺棄され
た場合や被告が行方不明である場合等にお
いて、被告の住所が日本になくても原告の
住所が日本にあるときは、国際私法生活に
おける正義・公平の理念に照らし日本の裁
判所に国際的裁判管轄権を認めている。

⑶　ただ、やはり多いのは除斥期間や時効
に関する分野である。１９９８年６月１２日、最
高裁第２小法廷は、予防接種により重度の
心身障害者となった被害者が国に対し国賠
請求をした事案において、民法７２４条後段
を除斥期間としつつ、本事案においては著
しく正義・公平の理念に反するとして、未
成年者又は成年被後見人と時効の完成猶予
に関する民法１５８条の法意に照らし７２４条
後段の効果は生じないと判断した。
　その後、注目されたのが２００１年５月１１日
のハンセン病国賠訴訟の熊本地裁判決か。
原告は、除斥期間の起算点を加害行為が終
了したらい予防法廃止の時とするか、正
義・公平の理念により適用が排除されると
主張したが、判決は、前者を採用し、２０年
の除斥期間はらい予防法が廃止されたとき
から進行するとして除斥期間の適用を認め
なかった。
　面白いことにこの時期から同様の判決が
出されるようになっている。２００１年７月１９
日の筑豊じん肺訴訟福岡高裁判決は、時効
の援用の場面ではあるが、著しく正義・公
平・条理等に反すると認めるべき特段の事
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はて？ 裁判所はどこを向いているのか
──人権と平和に背を向ける司法

〈第54回司法制度研究集会から〉
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